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○加須市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例 

平成２７年１０月２日 

条例第３４号 

改正 平成２７年１２月２日条例第４１号 

平成２８年９月９日条例第２７号 

平成３０年９月１２日条例第３６号 

令和２年６月２６日条例第１８号 

令和３年３月５日条例第１号 

令和３年６月２４日条例第２５号 

（趣旨） 

第１条 この条例は、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利

用等に関する法律（平成２５年法律第２７号。以下「法」という。）第９条

第２項の規定に基づく個人番号の利用及び法第１９条第１１号の規定に基づ

く特定個人情報の提供に関し必要な事項を定めるものとする。 

（平成３０条例３６・令和３条例２５・一部改正） 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各

号に定めるところによる。 

（１） 個人番号 法第２条第５項に規定する個人番号をいう。 

（２） 特定個人情報 法第２条第８項に規定する特定個人情報をいう。 

（３） 個人番号の利用 個人番号が記載された申請手続に係る書類の受理、

個人番号を用いた特定個人情報の管理、市の同一の機関内における特定個

人情報の連携等、市の機関が個人番号を用いて事務を処理することをいう。 

（４） 特定個人情報の提供 市の機関と、他の地方公共団体若しくは行政

機関等又は市の他の機関との間で、特定個人情報を授受することをいう。 

（５） 個人番号利用事務実施者 法第２条第１２項に規定する個人番号利

用事務実施者をいう。 

（６） 情報提供ネットワークシステム 法第２条第１４項に規定する情報
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提供ネットワークシステムをいう。 

（市の責務） 

第３条 市は、個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関し、その適正な取

扱いを確保するために必要な措置を講じるとともに、国との連携を図りなが

ら、自主的かつ主体的に、地域の特性に応じた施策を実施するものとする。 

（個人番号の利用） 

第４条 法第９条第２項の条例で定める事務は、別表第１の左欄に掲げる機関

が行う同表の中欄に掲げる事務及び市長又は加須市教育委員会（以下「教育

委員会」という。）が行う法別表第２の第２欄に掲げる事務とする。 

２ 別表第１の左欄に掲げる機関は、同表の中欄に掲げる事務を処理するため

に必要な限度において、同表の右欄に掲げる特定個人情報であって当該機関

が保有するものを利用することができる。ただし、法の規定により、情報提

供ネットワークシステムを使用して他の個人番号利用事務実施者から当該特

定個人情報を受けることができる場合は、この限りでない。 

３ 市長又は教育委員会は、法別表第２の第２欄に掲げる事務を処理するため

に必要な限度において、同表の第４欄に掲げる特定個人情報であって自らが

保有するものを利用することができる。ただし、法の規定により、情報提供

ネットワークシステムを使用して他の個人番号利用事務実施者から当該特定

個人情報を受けることができる場合は、この限りでない。 

４ 前２項の規定による特定個人情報の利用ができる場合において、他の条例、

規則その他の規程の規定により当該特定個人情報と同一の内容の情報を含む

書面の提出が義務付けられているときは、当該書面の提出があったものとみ

なす。 

（特定個人情報の提供） 

第５条 法第１９条第１１号の条例で定める特定個人情報を提供することがで

きる場合は、別表第２の第１欄に掲げる機関が、同表の第３欄に掲げる機関

に対し、同表の第２欄に掲げる事務を処理するために必要な同表の第４欄に

掲げる特定個人情報の提供を求めた場合において、同表の第３欄に掲げる機
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関が当該特定個人情報を提供するときとする。 

２ 前項の規定による特定個人情報の提供があった場合において、他の条例、

規則その他の規程の規定により当該特定個人情報と同一の内容の情報を含む

書面の提出が義務付けられているときは、当該書面の提出があったものとみ

なす。 

（平成３０条例３６・令和３条例２５・一部改正） 

（委任） 

第６条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

この条例は、平成２８年１月１日から施行する。ただし、第４条第２項ただ

し書及び第３項ただし書の規定は、法附則第１条第５号に掲げる規定の施行の

日から施行する。 

附 則（平成２７年条例第４１号） 

この条例は、平成２８年１月１日から施行する。 

附 則（平成２８年条例第２７号） 

この条例は、平成２９年１月４日から施行する。 

附 則（平成３０年条例第３６号） 

この条例は、公布の日から施行する。ただし、別表第１の１０の項の改正規

定は、平成３１年１月１日から施行する。 

附 則（令和２年条例第１８号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（令和３年条例第１号） 

この条例は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則（令和３年条例第２５号） 

この条例は、令和３年９月１日から施行する。 

別表第１（第４条関係） 

（平成２７条例４１・平成２８条例２７・平成３０条例３６・令和２

条例１８・令和３条例１・一部改正） 
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機関 事務 特定個人情報 

１ 市長 身体障害者福祉法（昭和２４年

法律第２８３号）による障害福

祉サービス、障害者支援施設等

への入所等の措置又は費用の徴

収に関する事務であって規則で

定めるもの 

生活保護法（昭和２５年法律第

１４４号）による保護の実施若

しくは就労自立給付金の支給に

関する情報（以下「生活保護関

係情報」という。）又は地方税

法（昭和２５年法律第２２６号）

その他の地方税に関する法律に

基づく条例の規定により算定し

た税額若しくはその算定の基礎

となる事項に関する情報（以下

「地方税関係情報」という。）

であって規則で定めるもの 

２ 市長 地方税法その他の地方税に関す

る法律及びこれらの法律に基づ

く条例による地方税の賦課徴収

に関する事務であって規則で定

めるもの 

災害対策基本法（昭和３６年法

律第２２３号）による被災者台

帳に記載される情報であって規

則で定めるもの 

３ 市長 知的障害者福祉法（昭和３５年

法律第３７号）による障害福祉

サービス、障害者支援施設等へ

の入所等の措置又は費用の徴収

に関する事務であって規則で定

めるもの 

生活保護関係情報又は地方税関

係情報であって規則で定めるも

の 

４ 市長 災害対策基本法による被災者台

帳の作成に関する事務であって

規則で定めるもの 

身体障害者福祉法による障害福

祉サービス、障害者支援施設等

への入所等の措置若しくは費用
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の徴収に関する情報、生活保護

関係情報、地方税関係情報、公

営住宅法（昭和２６年法律第１

９３号）による公営住宅の管理

に関する情報、国民健康保険法

（昭和３３年法律第１９２号）

による保険給付の支給若しくは

保険料の徴収に関する情報、住

宅地区改良法（昭和３５年法律

第８４号）による改良住宅の管

理若しくは家賃若しくは敷金の

決定若しくは変更若しくは収入

超過者に対する措置に関する情

報、老人福祉法（昭和３８年法

律第１３３号）による福祉の措

置若しくは費用の徴収に関する

情報、高齢者の医療の確保に関

する法律（昭和５７年法律第８

０号）による後期高齢者医療給

付の支給若しくは保険料の徴収

に関する情報又は被災者生活再

建支援法（平成１０年法律第６

６号）による被災者生活再建支

援金の支給に関する情報であっ

て規則で定めるもの 

５ 市長 児童扶養手当法（昭和３６年法

律第２３８号）による児童扶養

地方税関係情報又は国民年金法

（昭和３４年法律第１４１号）、
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手当の支給に関する事務であっ

て規則で定めるもの 

私立学校教職員共済法（昭和２

８年法律第２４５号）、厚生年

金保険法（昭和２９年法律第１

１５号）、国家公務員共済組合

法（昭和３３年法律第１２８号）

若しくは地方公務員等共済組合

法（昭和３７年法律第１５２号）

による年金である給付の支給若

しくは保険料の徴収に関する情

報であって規則で定めるもの 

６ 市長 健康増進法（平成１４年法律第

１０３号）による健康増進事業

の実施に関する事務であって規

則で定めるもの 

生活保護関係情報、地方税関係

情報又は中国残留邦人等の円滑

な帰国の促進並びに永住帰国し

た中国残留邦人等及び特定配偶

者の自立の支援に関する法律

（平成６年法律第３０号）によ

る支援給付若しくは配偶者支援

金（以下「中国残留邦人等支援

給付等」という。）の支給に関

する情報（以下「中国残留邦人

等支援給付等関係情報」とい

う。）であって規則で定めるも

の 

７ 市長 障害者の日常生活及び社会生活

を総合的に支援するための法律

（平成１７年法律第１２３号）

による自立支援給付の支給又は

生活保護関係情報又は地方税関

係情報であって規則で定めるも

の 
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地域生活支援事業の実施に関す

る事務であって規則で定めるも

の 

８ 市長 加須市ひとり親家庭等の医療費

の支給に関する条例（平成２２

年加須市条例第１３６号）によ

るひとり親家庭等の医療費の支

給に関する事務であって規則で

定めるもの 

地方税関係情報であって規則で

定めるもの 

９ 市長 加須市在宅重度心身障害者手当

支給条例（平成２２年加須市条

例第１４４号）による在宅重度

心身障害者手当の支給に関する

事務であって規則で定めるもの 

地方税関係情報又は身体障害者

福祉法による身体障害者手帳、

精神保健及び精神障害者福祉に

関する法律（昭和２５年法律第

１２３号）による精神障害者保

健福祉手帳若しくは知的障害者

福祉法にいう知的障害者に関す

る情報（以下「障害者関係情報」

という。）であって規則で定め

るもの 

１０ 市長 加須市重度心身障害者医療費支

給に関する条例（平成２２年加

須市条例第１４５号）による重

度心身障害者医療費の支給に関

する事務であって規則で定める

もの 

生活保護関係情報、地方税関係

情報、障害者関係情報、中国残

留邦人等支援給付等関係情報又

は医療保険各法（健康保険法（大

正１１年法律第７０号）、船員

保険法（昭和１４年法律第７３

号）、私立学校教職員共済法、

国家公務員共済組合法、国民健
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康保険法又は地方公務員等共済

組合法をいう。以下同じ。）若

しくは高齢者の医療の確保に関

する法律による医療に関する給

付の支給若しくは保険料の徴収

に関する情報であって規則で定

めるもの 

１１ 市長 子どものショートステイ事業に

関する事務であって規則で定め

るもの 

生活保護関係情報又は地方税関

係情報であって規則で定めるも

の 

１２ 市長 重度心身障害者（児）紙おむつ

給付事業に関する事務であって

規則で定めるもの 

地方税関係情報又は障害者関係

情報であって規則で定めるもの 

１３ 市長 障害児（者）移動支援事業に関

する事務であって規則で定める

もの 

生活保護関係情報、地方税関係

情報又は障害者関係情報であっ

て規則で定めるもの 

１４ 市長 障害児（者）日中一時支援事業

に関する事務であって規則で定

めるもの 

生活保護関係情報、地方税関係

情報又は障害者関係情報であっ

て規則で定めるもの 

１５ 市長 重度心身障害者福祉タクシー利

用料金助成事業に関する事務で

あって規則で定めるもの 

障害者関係情報であって規則で

定めるもの 

１６ 市長 障害者就職支度金の支給に関す

る事務であって規則で定めるも

の 

障害者関係情報であって規則で

定めるもの 

１７ 市長 障害者自動車運転免許取得費補

助金の交付に関する事務であっ

障害者関係情報であって規則で

定めるもの 
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て規則で定めるもの 

１８ 市長 障害者自動車改造費補助金の交

付に関する事務であって規則で

定めるもの 

地方税関係情報又は障害者関係

情報であって規則で定めるもの 

１９ 市長 身体障害者等自動車燃料費助成

事業に関する事務であって規則

で定めるもの 

障害者関係情報であって規則で

定めるもの 

２０ 市長 心身障害者等日常生活用具給付

等事業に関する事務であって規

則で定めるもの 

生活保護関係情報、地方税関係

情報又は障害者関係情報であっ

て規則で定めるもの 

２１ 市長 障害者等住宅改修費給付事業に

関する事務であって規則で定め

るもの 

生活保護関係情報、地方税関係

情報又は障害者関係情報であっ

て規則で定めるもの 

２２ 市長 小児慢性特定疾病児童日常生活

用具の給付に関する事務であっ

て規則で定めるもの 

児童福祉法（昭和２２年法律第

１６４号）による小児慢性特定

疾病医療費の支給認定に関する

情報、生活保護関係情報、地方

税関係情報、障害者関係情報又

は中国残留邦人等支援給付等関

係情報であって規則で定めるも

の 

２３ 市長 障害児（者）生活サポート事業

に関する事務であって規則で定

めるもの 

生活保護関係情報、地方税関係

情報又は障害者関係情報であっ

て規則で定めるもの 

２４ 市長 聴覚障害者等電話ファクシミリ

使用料助成事業に関する事務で

あって規則で定めるもの 

障害者関係情報であって規則で

定めるもの 
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２５ 市長 重度視覚障害者介助手当の支給

に関する事務であって規則で定

めるもの 

障害者関係情報であって規則で

定めるもの 

２６ 市長 重度身体障害者居宅改善整備費

補助金の交付に関する事務であ

って規則で定めるもの 

生活保護関係情報、地方税関係

情報又は障害者関係情報であっ

て規則で定めるもの 

２７ 市長 介護サービス利用者負担の助成

に関する事務であって規則で定

めるもの 

生活保護関係情報、地方税関係

情報又は介護保険法（平成９年

法律第１２３号）による保険給

付の支給、地域支援事業の実施

若しくは保険料の徴収に関する

情報（以下「介護保険給付等関

係情報」という。）であって規

則で定めるもの 

２８ 市長 社会福祉法人等による生計困難

者等に対する介護保険サービス

に係る利用者負担額軽減制度事

業に関する事務であって規則で

定めるもの 

生活保護関係情報、地方税関係

情報又は介護保険給付等関係情

報であって規則で定めるもの 

２９ 市長 子どものトワイライトステイ事

業に関する事務であって規則で

定めるもの 

生活保護関係情報又は地方税関

係情報であって規則で定めるも

の 

３０ 教育委

員会 

就学援助費の支給に関する事務

であって規則で定めるもの 

生活保護関係情報又は地方税関

係情報であって規則で定めるも

の 

別表第２（第５条関係） 

（平成２７条例４１・一部改正） 
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情報照会機

関 

事務 情報提供機

関 

特定個人情報 

１ 市長 生活保護法による保護の

決定及び実施又は徴収金

の徴収に関する事務であ

って規則で定めるもの 

教育委員会 学校保健安全法（昭和３３

年法律第５６号）による医

療に要する費用について

の援助に関する情報（以下

「学校保健安全医療費援

助関係情報」という。）で

あって規則で定めるもの 

２ 教育委

員会 

学校保健安全法による医

療に要する費用について

の援助に関する事務であ

って規則で定めるもの 

市長 生活保護関係情報であっ

て規則で定めるもの 

３ 市長 中国残留邦人等支援給付

等の支給に関する事務で

あって規則で定めるもの 

教育委員会 学校保健安全医療費援助

関係情報であって規則で

定めるもの 

４ 教育委

員会 

独立行政法人日本スポー

ツ振興センター法（平成１

４年法律第１６２号）によ

る災害共済給付の支給に

関する事務であって規則

で定めるもの 

市長 生活保護関係情報であっ

て規則で定めるもの 

５ 教育委

員会 

就学援助費の支給に関す

る事務であって規則で定

めるもの 

市長 生活保護関係情報又は地

方税関係情報であって規

則で定めるもの 

 


